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｢共謀罪｣法案　自公維で強行採決　参議院で廃案に！！
１９日、自民、公明、維新の３党は、国民の内心を処罰する「共謀罪」法案を衆議院法務委員会で強行採決しました。３党が質疑を一方的に打ち切ったことに、共産党、民進党など野党が厳しく抗議するなかでの暴挙です。これに対して、共産、民進、自由、社民の野党４党は直ちに国対委員長会談を開き、採決は認められないとして、大島衆議院議長に（１）「共謀罪」法案を衆院本会議に上程せず、委員会に差し戻す事（２）学校法人「加計学園」をめぐる問題で予算委員会の集中審議を安倍首相出席のもと開く事―を申し入れました。　　　　　　　　　　ｐ「共謀罪」法案は、日本国憲法が保障する思想・良心の自由、表現の自由などを侵害する憲法違反の立法です。この日の質疑でも日本共産党の藤野議員が、政府が持ち出す「テロ対策」という口実が成り立たないことを指摘しました。現に、警察がプライバシーを侵害し、対象を無制限に広げて捜査を行っている事例を明らかにし、「共謀罪」法案の成立によって、一般市民が日常から警察の監視を受ける危険性を浮き彫りにしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐところが、維新議員は「これ以上の質疑は必要ない。ただちに採決を」などと発言し、自民党議員が質疑打ち切りの動議を提出しました。野党議員が「審議はつくされていない」「強行採決やめよ」と法務委員会の鈴木委員長に抗議し、委員会室が騒然となるなか、「採決」が強行されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこの日の国会周辺では、市民らが抗議集会を開き、「共謀罪は必ず廃案に！」「市民監視の法律いらない！」と怒りのコールがこだましたようです。　　　　　　　　　ｐ桑名でも、駅前で昼と夕方に宣伝行動があり、抗議の訴えがありました。　　　　　　　　　　　　　　ｐ与党は、２３日の衆議院本会議で｢共謀罪｣法案の採決を行い、さらなる暴挙を重ねました。断じて許せません。国連も人権制約だと指摘しています。市民のみなさんと連帯して、廃案に追い込むために頑張ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権の現状は「もはや法治国家の体をなしていない」と言われています。　　　第一は、憲法を無視した安倍政権の暴走に歯止めが完全に無くなっている事です。「共謀罪」法案、憲法９条改憲、沖縄米軍新基地建設問題です。　　　　　　　　　　第二は、権力者による国政の私物化の疑惑が噴き出していることです。　　　　　「森友学園」の疑惑に加え、「加計学園」の獣医学部新設でも安倍首相の関与の疑惑が浮上しています。

「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
５月１９日　臨時市議会開催　―議案６件と報告４件―
議案は、専決処分の報告及び承認を求める（Ｈ２８年度一般会計補正予算、市税条例・都市計画税条例・国保税条例・消防団員等公務災害補償条例の一部改正）の５件と工事施工に関する協定の締結（ＪＲ自由通路新設と駅舎改築）１件です。
報告は、土地開発公社・（独法）医療センターの経営状況に関する書類の提出２件と専決処分の報告２件（車両による事故）です。
６議案中３議案（補正予算、国保税条例の一部改正、工事施工に関する協定の締結）について質問し、「工事施行に関する協定の締結について」反対討論（① 東西を自由に行き来できる自由通路には賛成ですが、市長の言う「市内外から人が集まる、賑わいと活力あふれる拠点づくりを進める」という点には、疑問を抱いています。② 「協定」の全容が分からず、市長の言う「本市の玄関口としてふさわしい」かどうかは見えていません。③ ＪＲヘの丸投げは問題です。）をし、４議案（市税条例・都市計画税条例・消防団員等公務災害補償条例の一部改正、工事施工に関する協定の締結）に反対しました。
２０１７年　６月議会スケジュール
関連予定　６月　６日（火）午後　５時　６月議会への請願の受付最終日
６月　７日（水）午前１０時　各派代表者会議、議会運営委員会
６月１４日（水）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月２０日（火）～２３日（金）　午前１０時  本会議（議案質疑・一般質問）
６月２６日（月）、 ２７日（火）  午前１０時　常任委員会
７月　３日（月）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会

２０１７年　平和大行進

日時　　　　　６月１２日（月）午前９時集合

場所　　　　　桑名市役所南　「新矢田公園」

パレード　　　桑名市役所―朝日町役場―近鉄川越富洲原駅

主催　　　　　原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会
第３者の専門家が見た｢桑名駅周辺｣　　　　　　　　行き悩む区画整理、再開発―「民間活力」、プロボーザルで打開策―
【三重県桑名市桑名駅周辺】桑名駅東口は、都市再開発法施行の１９６９年からさっそく市街地再開発事業が計画され、パルビル、メイトビルとして先駆的な事業をやったことで知られる。連絡会議編集『都市再開発はこれでよいか』（１２１頁、１９８４年）でも地元商業者主導の再開発として紹介してきた。
　それから４０年ほど経た中で、すっかり世の中の商業環境が変わり、商業再開発の終焉の時代となり、駅前中心市街地の機能が著しく低下してきた。
　その中で、当初再開発のパルビルは、大手が床を買い取り「再々開発」をした（ルポ再開発・「再々開発の街を歩く」（「通信」２００６年９月号）。他方のメイトビルは、けっきょく十数年前からの建て替え再開発の話が進まず今日に至っている。駅から直結する二階の区分店舗などはたしかにお客さんは入っているが、ほかのフロアはまさにシャッター街となっている。しかし再々開発するも、容積率はこれ以上は増やしてもビル床が埋まらないことがみえている。そのため現在とそれほど変わらないスケールのビルを構想するには、小さな個店でも１５００万円ほどの負担が必要となっていた。けっきょく話がまとまらなかったようである。現在は大手不動産会社が一軒一軒の地上げをしているという。
　他方、桑名市の反対側、西口側では、土地区画整理事業がここ１６年ほど進められてきた。しかし未だ使用収益開始率は１０％という段階だ。桑名市施行の事業だが、市の計画では、いまの計画をさらに延ばし平成４６年（２０３４年）に事業終了としたいという。だがリアルに見ると、１６年経て使用収益開始率が１０％であることから、それではとうてい終わるとは思えない。しかし他市の区画整理でやっているようにある地区を除外するなどのことも、「飛び換地」がかなり多く仮換地指定が入りくんでいることから、難しいという話だ。けっきょく向こう数十年かかることは避けられない趨勢だ。
　地権者からみれば事業長期化で、そう困るわけでもないが、ただ建物の老朽化にともなっての建て替えの必要性が不当に制限されるのは困るというがの実情だろう。各市でも土地区画整理法上の７６制限（７６条建築制限は強い制限）の弾力的な運用などが行われているが、地権者からの切実な要求になると思われる。
　東側、西側ともいまの局面で市からうちだされているのは、いかに区画整理に「民間活力」の考えを持ち込むかということだという。２０２７年リニア中央新幹線開業で東京から一時間余りの立地条件となることをにらみ、民間事業者から駅周辺「複合型施設」整備の提案を公募するなどしてきた。はたして、開発圧力がけっして高くはない桑名駅周辺でそのような策で問題が打開できるのだろうか。
（ＮＰＯ区画整理・再開発対策全国連絡会議の遠藤哲人事務局長は４月１５日に桑名市の駅周辺を視察されました。市の担当者からも説明してもらいました。改めてお礼申し上げます。上記の文は「区画・再開発通信２０１７年５月号」Ｖｏｌ.５６９に掲載されたものです。）
多度地区に｢小中一貫校｣のモデル校を建設
桑名市の「小中一貫校」は、市民的な議論をさせないまま、「学校教育あり方検討委員会」の答申（４月２８日）を受ける前から、伊藤市長の選挙公約で多度地区に「小中一貫校」のモデル校と複合施設をつくる計画が進んでいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ３月１６日の「公募型プロポーザルの審査委員会」において、｢多度地区小中一貫校多機能複合化事業基本構想・基本計画策定支援業務｣の優先交渉権者に「共同設計・教育環境研究所設計共同体」が決りましたが、「審査委員会」の５人の委員の点数に大きな開きがあり問題を残しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこの事業に関連する｢公募型プロポーザルの審査委員会｣は市職員５名(教育長、総務部長、市民安全部長、保健福祉部長、都市整備部長)で構成されており、｢本業務公募型プロポーザル選定基準｣に基づき、２次審査を実施して、得点の合計点による総合評価方式で審査を行い、事業者を決定しました。 
＊｢本業務公募型プロポーザル選定基準｣審査における評価項目と配点。
1 業務体制　人員配置　本業務を遂行するに十分な人員配置となっているか　　　１０点
2 業務体制　担当職員　知識、経験を十分有する職員が担当しているか　　　　　１０点
3 過去の同種、類似業務実績小中一貫校の基本構想・基本計画策定(支援)実績　　１０点
4 複合的公共施設の基本構想・基本計画策定(支援)実績　　　　　　　　　　　　１５点
5 公共と民間複合施設の基本構想・基本計画策定(支援)実績　　　　　　　　　　　５点
6 基本的な考え方　本業務実施における方針・考え方　　　　　　　　　　　　　１０点
7 検討方法　本業務内容を検討する方法、スケジュール　　　　　　　　　　　　１０点
8 自社ＰＲ　本業務に活かせると考える自社の強みなど 　　　　　　　 　　　　１０点
9 提案価格　得点＝20×（最低提案価格／当該提案価格）　　　　　　　　　　　２０点
＊採点は、小項目ごとに５段階で評価。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非常に良い：５点、良い：４点、普通：３点、あまり良くない：２点、良くない：１点、該当なし：０点。
ｐ情報公開で、「審査委員会」の市職員５名（教育長、総務部長、市民安全部長、保健福祉部長、都市整備部長）の委員の評価内容を入手しました。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ最優秀提案者（優先交渉権者）の５人の委員の点数は次の通りです。　　　　　　Ａ委員　８４、Ｂ委員　５８、Ｃ委員　９５、Ｄ委員　９６、Ｅ委員　８８　　　　ｐなお、Ｂ委員は３項目で良くない（１点）と評価しているのに、他の委員は複数で非常に良い（５点）と評価していました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこれだけの開き（５点と１点）が何故発生したのか、委員全員集まって、話し合うべきです。事業者の提案内容が非公開で分かりませんが、決まったのだから提案内容を直ぐに公表し、市民にも分りやすくすべきです。（情報公開）　　　　　ｐ５月２３日の教育委員会では、相変わらず「小中一貫校」導入の議論もなく、協議事項に｢答申とモデル地区の選定について｣がありましたが、スケジュールについての質問ぐらい（答弁は未定）でまともな協議はされませんでした。[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２８３　　　２０１７年　　　５　月　２５　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































